
 

 

ただけでなく、自動車からLRTへの転換による自動車

走行台数の減少により、道路交通の渋滞も減少したた

めに平均速度が向上する結果となった。したがって、

既存の自動車交通に路面電車を導入すると、却って渋

滞が伸びるという懸念に対しては、LRT化させること

により、各交通機関とも平均速度が大きくなることが

定量的に示すことができた。ただし、LRT導入により、

自動車からLRTに転換する割合については、今後とも

精査をする必要がある。現在は、AHPにより、地域特

性を考慮した需要特性の変化（自動車からのモーダル

シフト量）に関する計算を行っている。 

５．新しい交通システムへの対応 

 バイモーダルハイブリッド、超小型モビリティとい

う新しい概念の交通システムについて、走行について

だけでなく、環境負荷や乗り換えを含めた旅行時間な

どの複数の視点からのシミュレーションすることが

必要である。そのため、本シミュレータにこれらの交

通システムを模擬できる機能を付加した。図８に、バ

イモーダルシステムの導入機能を、図９に、超小型モ

ビリティの導入画面例を示す。バイモーダル交通シス

テムでは、ターミナル駅で連結していた車両は分離し

別々の時刻表と行き先をもって走行する。逆に複数の

ルートからのバスをターミナル駅において連結し、一

つのバスとして走行させる。また、超小型モビリティ

の対応のため、これまでバス、普通自動車（乗用車）、

大型自動車（トラック等）の３車種を再現していたと

ころに、車両長、重さ、加速性能等が異なる新しい車

種を定義する。速度制限や、走行可能レーン等の超小

型モビリティ特有の条件については、今後対応してい

く予定である。 

 これにより、既存の交通システムの他、これらの新

しい交通システムの導入効果を環境面や利便性の面

から定量的に示し、地域毎の効果的な交通システム導

入の検討に利用していく。 

６．おわりに 

低炭素社会に向けて、交通分野の取り組みとして、

自動車から公共交通システムへのモーダルシフトは

不可欠である。自動車の CO2排出量の割合は大きいも

のの、輸送量の見込めない地域によっては、既存の公

共交通システムを導入すると、逆に CO2負荷が大きく

なる可能性もある。そのような中、交通システムは、

バス、LRT、鉄道など様々な選択肢があり、その地域

によって合ったものを導入することが望ましい。 

そこで我々は、都市交通シミュレータを開発し、LRT

に限らずあらゆる都市交通システム、パークアンドラ

イド、優先信号等の施策を模擬できる環境を整えた。 

ケーススタディでは、都市内は路面電車として、郊

外を鉄道として走行するLRTシステムを提案し、シミ

ュレーションを実施した結果、導入により、現在の自

動車交通を阻害することなく、利用者の速達性、定時

性ともに向上する可能性があることが示された。 

また、現在開発中の交通システムとして、バイモー

ダル交通システムや、超小型モビリティについて、シ

ミュレータ上で再現できるよう改良を行い、今後、各

交通システムの導入評価に生かしていく。 

今後は、本ツールのさらなる精度向上を目指すと共

に、利便性について、頻度、アクセス性等幅広い評価

項目を採り入れていき、利便性、アクセス性によるモ

ーダルシフトの効果についても、定量的に評価できる

ようにしていく。また、これを用いて他の交通システ

ムや他の地域についても積極的に公共交通導入の提

案していきたい。 
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図８ バイモーダル交通システムの仕様イメージ

 

図９ 超小型モビリティ走行イメージ 
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１．はじめに 
 省エネルギ、環境負荷低減や公共交通活性化の観点

から、輸送需要が少ない路線にも適する、低コストで

フレキシブルな中量輸送機関が必要とされる。そこで

バスを基本とし、専用路の連結走行と一般路の個別走

行が可能な「バイモーダル交通システム」の開発を実

施している。本発表ではバリアフリー低床車両、光学

的非接触案内、連結・分離運行管理等に関する技術検

討および実車実験による機能検証の結果を報告する。

また導入地域の実状に沿ったシステム仕様の最適化

と、導入効果の評価手法について述べる。 
２．バイモーダル交通システムの概念 

 本報告では、バス車両を基本とし、コンクリート軌

道等の専用走行路上の連結走行と一般道路上の単独

走行の機能を有する中量輸送システムを「バイモーダ

ル交通システム」（以下「BMT：Bi-Modal Transportation 

システム」という。）と定義する。専用走行路におい

ては、非接触式の誘導自動操舵によりレール不要、防

護側壁省略による道路交通との共存、車両間の確実な

機械連結等が特長である。また電動車両とした場合も

架線が不要である。そのようなBMTシステムの技術要

素を図1に示す。 
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図1 バイモーダル交通システムの概念 

 またBMTの地域導入のイメージを図2に示す。都市

の中心から郊外に向けて、まとまった輸送需要がある

区間を専用走向路上の連結走行、それ以遠を一般道路

上のバスとしての単独走行と想定した。 
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図 2 BMTシステムの地域導入のイメージ 

３．検討・試作を行った技術項目 
平成16～17年度に、(独) NEDO技術開発機構殿の補

助事業として、車両メーカ、電機メーカ等と共に、BMT

システムの先行的な研究開発を行い、プロトタイプを

試作した（１）。この先行モデルにおいて、実用化に向

けた課題として残った以下の項目を、新たに平成 20

年度から国土交通省総合政策局受託事業として開始

した本研究における技術課題として掲げた。 

３．１．バリアフリーの低床車両の試作 
車両間連結・誘導操舵技術をバリアフリーの低床車

両で検証するため、新たに小型ノンステップバス（現

在生産中止）をベースとした実験車両（先頭車、次位

車の2両）を試作した。その外観とベース車両からの

主な改造点を図3に示す。改造項目は、後輪アクスル

の交換による４輪操舵化、後述する非接触車両誘導に

よる自動操舵機構と車両制御コンピュータの搭載、機

械式連結器の取り付け等である。 
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図3 低床試験車両のベース車両からの改造項目 

３．２．光学式非接触車両誘導システム 
磁気マーカ方式よりも道路施工の負担が小さく低

コストで、かつ信頼性の高い非接触案内方式として、

光学的な手法の採用を検討した。路側に引かれた白線

を車体左側面上方（2箇所）に設置された小型CCDカ

メラで観察し、画像処理を経て車両の走行路に対する

幅方向の相対位置を算出し、自動操舵に反映するもの

である。その概要を図4に示す。このような案内制御

機構を試作し、図2の試験車両に搭載した。走行中に、

左路側に引かれた白線の画像データに基づいて、白線

と車両との相対位置を演算し自動操舵制御コンピュ

ータに連続出力する機能を確認した。画像処理による

検出結果は画面右側の3本の線の中の中央の線として

示される。 

前後CCDカメラによる白線観察

画像処理・横相対位置演算

前部

後部
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図4 光学式非接触車両誘導システムの機能確認 

３．３．連結車両間同調機構 

図2の2両の試験車両の連結状態の走行におけるブ

レーキ動作を同調させる機構を試作した。同調制御の

ブロック図を図5に示す。先頭車の運転士がブレーキ

ペダルを踏むことにより発生するブレーキ油圧を電

気信号として検出し、自車（先頭車）の車両制御コン

ピュータに出力する。先頭車の車両制御コンピュータ

において、入力されたブレーキ油圧信号に相当するブ

レーキペダルストロークを演算し、ブレーキペダル操

作指令信号を生成して、次位車のペダル自動操作用電

動アクチュエータに出力して、次位車上に先頭車と同

等のブレーキ油圧を発生させることとした。上記の制

御を可能とするために必要な先頭車／次位車上およ

び車両間引通しの電気配線作業を行った。また車両間

の引き通し線は、車両の連結・分離に短時間で簡単に

対応できるよう、連結器直上等でコネクタにより分割

できる構造とすることとした。次位車のペダルをアク

チュエータで自動操作する機構の外観を図6に示す。 
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図5 ブレーキ同調制御のブロック図 

  
図6 次位車のブレーキペダル自動操作機構 

３．４．連結・分離を支援する運行管理システム 
 GPS等を活用して複数車両の位置を正確に検知し、

モード転換駅での円滑な連結・分離を支援する運行管

理システムを基本設計した。各車両から管理センタへ

は運行モード、車両位置や到着予想時刻等を送信し、

センタから車両へは連結・分離や出発等の指示を送信

する。情報伝送には、公衆回線とインターネットを仮

想的なLANとして利用することを想定するが、試作し

たシステムでは特定小電力無線で代用した。各車両の

位置表示と運転士への指示を行なう運行管理表示画

面を図7に、また車上で運転士が地上からの指示を視
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認する表示器を図8に示す。 

 
図7 試作した運行管理システム表示画面 

 
図8 試作した運転士指示表示器 

３．４．その他の技術要素 
 前述の光学式車両誘導システムや自動操舵機構の

故障による車両の走行路からの逸脱を防止するため

の、簡素で信頼性が高い方式を考察した。故障発生確

率の最小化およびフェイルセーフ担保の方策として、

信頼性が極めて高い鉄道信号制御用コンピュータCPU

の応用を検討した。また制御故障時の車両の挙動に関

して、摩擦係数が高い新たな舗装設計やシミュレーシ

ョン検討により、急制動時の横滑り量は許容量（70cm）

以下に留まる見通しを得た。一方、電気動力方式を採

用する場合の駆動モータ形式の選定や車上ハイブリ

ッド電源装置の最適化について検討を行った。 

４．実車実験による機能検証 
 試作した低床試験車両2両を用いて、テストコース

上において実車走行を行い、光学式車両誘導システ

ム、連結車両間同調機構、運行管理システム等の機能

を検証した。実験項目と機能評価指標は以下の通りで

あり、その実験状況を図9～図11に示す。 

［直線走行（約500m）］ 

 車両と白線の相対距離の基準値からの横偏差と変動 

［曲線走行（半径約50m、直線からの移行部分付）］ 

 曲線への追従性 

［連結走行機能］ 

連結走行時の次位車と先頭車の挙動、軌跡の同一性 

 これらの実験結果の一部を図12、図13に示す。直

線走行においては、PIDのパラメータ等を最適設定す

れば、横偏差は許容値（±20cmm）内に収まり、変動

も小幅な安定した走行が可能であることを、最高

40km/hの単車走行および連結走行で確認した。曲線走

行においても同様の機能を確認したが、車速が高くな

ると追従が困難となったため、速度は15km/hとした。

連結走行においては、先頭車が次位車を牽引する形態

としたが、ほぼ同一軌跡上を走行し、挙動の差異や不

安定さは特に見られなかった。また運行管理システム

についても、実車走行において模擬的な連結・分離を

再現し、運転士指示等の支援機能を確認した。 

 
図9 連結・直線走行実験中の試験車両 

 

図 10 連結・曲線走行実験中の試験車両 
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図3 低床試験車両のベース車両からの改造項目 

３．２．光学式非接触車両誘導システム 
磁気マーカ方式よりも道路施工の負担が小さく低

コストで、かつ信頼性の高い非接触案内方式として、

光学的な手法の採用を検討した。路側に引かれた白線

を車体左側面上方（2箇所）に設置された小型CCDカ

メラで観察し、画像処理を経て車両の走行路に対する

幅方向の相対位置を算出し、自動操舵に反映するもの

である。その概要を図4に示す。このような案内制御

機構を試作し、図2の試験車両に搭載した。走行中に、

左路側に引かれた白線の画像データに基づいて、白線

と車両との相対位置を演算し自動操舵制御コンピュ

ータに連続出力する機能を確認した。画像処理による

検出結果は画面右側の3本の線の中の中央の線として

示される。 

前後CCDカメラによる白線観察

画像処理・横相対位置演算

前部

後部

前後CCDカメラによる白線観察

画像処理・横相対位置演算

前部

後部

 
図4 光学式非接触車両誘導システムの機能確認 

３．３．連結車両間同調機構 

図2の2両の試験車両の連結状態の走行におけるブ

レーキ動作を同調させる機構を試作した。同調制御の

ブロック図を図5に示す。先頭車の運転士がブレーキ

ペダルを踏むことにより発生するブレーキ油圧を電

気信号として検出し、自車（先頭車）の車両制御コン

ピュータに出力する。先頭車の車両制御コンピュータ

において、入力されたブレーキ油圧信号に相当するブ

レーキペダルストロークを演算し、ブレーキペダル操

作指令信号を生成して、次位車のペダル自動操作用電

動アクチュエータに出力して、次位車上に先頭車と同

等のブレーキ油圧を発生させることとした。上記の制

御を可能とするために必要な先頭車／次位車上およ

び車両間引通しの電気配線作業を行った。また車両間

の引き通し線は、車両の連結・分離に短時間で簡単に

対応できるよう、連結器直上等でコネクタにより分割

できる構造とすることとした。次位車のペダルをアク

チュエータで自動操作する機構の外観を図6に示す。 

運転者操作

ﾌﾞﾚｰｷ油圧

車両制御
コンピュータ

ｱｸﾁｭｴｰﾀ
操作

ﾌﾞﾚｰｷ油圧

車両制御
コンピュータ

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

（先頭車） （次位車）

運転者操作

ﾌﾞﾚｰｷ油圧

車両制御
コンピュータ

運転者操作

ﾌﾞﾚｰｷ油圧

車両制御
コンピュータ
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ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

（先頭車） （次位車）

 

図5 ブレーキ同調制御のブロック図 

  
図6 次位車のブレーキペダル自動操作機構 

３．４．連結・分離を支援する運行管理システム 
 GPS等を活用して複数車両の位置を正確に検知し、

モード転換駅での円滑な連結・分離を支援する運行管

理システムを基本設計した。各車両から管理センタへ

は運行モード、車両位置や到着予想時刻等を送信し、

センタから車両へは連結・分離や出発等の指示を送信

する。情報伝送には、公衆回線とインターネットを仮

想的なLANとして利用することを想定するが、試作し

たシステムでは特定小電力無線で代用した。各車両の

位置表示と運転士への指示を行なう運行管理表示画

面を図7に、また車上で運転士が地上からの指示を視
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認する表示器を図8に示す。 

 
図7 試作した運行管理システム表示画面 

 
図8 試作した運転士指示表示器 

３．４．その他の技術要素 
 前述の光学式車両誘導システムや自動操舵機構の

故障による車両の走行路からの逸脱を防止するため

の、簡素で信頼性が高い方式を考察した。故障発生確

率の最小化およびフェイルセーフ担保の方策として、

信頼性が極めて高い鉄道信号制御用コンピュータCPU

の応用を検討した。また制御故障時の車両の挙動に関

して、摩擦係数が高い新たな舗装設計やシミュレーシ

ョン検討により、急制動時の横滑り量は許容量（70cm）

以下に留まる見通しを得た。一方、電気動力方式を採

用する場合の駆動モータ形式の選定や車上ハイブリ

ッド電源装置の最適化について検討を行った。 

４．実車実験による機能検証 
 試作した低床試験車両2両を用いて、テストコース

上において実車走行を行い、光学式車両誘導システ

ム、連結車両間同調機構、運行管理システム等の機能

を検証した。実験項目と機能評価指標は以下の通りで

あり、その実験状況を図9～図11に示す。 

［直線走行（約500m）］ 

 車両と白線の相対距離の基準値からの横偏差と変動 

［曲線走行（半径約50m、直線からの移行部分付）］ 

 曲線への追従性 

［連結走行機能］ 

連結走行時の次位車と先頭車の挙動、軌跡の同一性 

 これらの実験結果の一部を図12、図13に示す。直

線走行においては、PIDのパラメータ等を最適設定す

れば、横偏差は許容値（±20cmm）内に収まり、変動

も小幅な安定した走行が可能であることを、最高

40km/hの単車走行および連結走行で確認した。曲線走

行においても同様の機能を確認したが、車速が高くな

ると追従が困難となったため、速度は15km/hとした。

連結走行においては、先頭車が次位車を牽引する形態

としたが、ほぼ同一軌跡上を走行し、挙動の差異や不

安定さは特に見られなかった。また運行管理システム

についても、実車走行において模擬的な連結・分離を

再現し、運転士指示等の支援機能を確認した。 

 
図9 連結・直線走行実験中の試験車両 

 

図 10 連結・曲線走行実験中の試験車両 

連結走行車
（転換駅で分離）

Ａ車
（転換駅でB・C車と連結）
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（転換駅でA・B車と連結）

専用走行路

バス路線A

バス路線B

バス路線C

モード転換駅

連結走行車
（転換駅で分離）

Ａ車
（転換駅でB・C車と連結）

Ｂ車
（転換駅でA・C車と連結）

Ｃ車
（転換駅でA・B車と連結）

専用走行路

バス路線A

バス路線B

バス路線C

モード転換駅

−−28−− −−29−−
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図 11 光学式車両誘導システムによる自動操舵状況 
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図12 光学式車両誘導／自動操舵データ例 

(直線走行・次位車） 
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図13 光学式車両誘導／自動操舵データ例 

(曲線走行・次位車） 

５．システム仕様最適化と導入効果の評価 
 BMTシステムは、空間的、時間的な輸送量の変動が

大きい中規模の都市域に適合するものと考える。しか

しそれらの形態には幅があり、都心集中型から広域拡

散型までが含まれ、また各方面の実情も多用である。

従って、BMTシステムとしての必要条件と十分条件を

整理しで、地域に合った最適化が必要と考える。必要

条件は、図1の③以外の項目であり、十分条件として

は、運行管理システム、電気モータ駆動、自動連結／

分離、3 両以上連結、4 輪自動操舵等が挙げられる。

それを前提として、実在する集中型の中規模都市に、

図 14 に示すような BMT システムのモデル路線を想定

し、導入効果について定量的な評価を行っていく予定

である。最終的な評価指標は、自家用車からの輸送転

換率やエネルギ消費削減量等であるが、そのために

は、BMTシステム導入後の所要時間短縮や一般車両へ

の影響等を予測する必要がある。そこで先ず、現在バ

スが運行されているモデル路線上の8箇所の主要交差

点で交通量調査を行い、その結果を反映した交通流シ

ミュレーションによりBMTを含む各車両の挙動を計算

し、走行速度や渋滞状況を把握することとしている。 
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図 14 導入効果評価のために想定したBMTモデル路線 
（実線・専用走行路区間 点線：一般道路区間） 

６．まとめ 
(1)BMTシステムのバリアフリー化、光学式非接触車両

誘導、連結車両間同調、運行支援管理等に関する検討、

試作を行い、実車実験により機能を検証した。それに

より、実用化に向けての技術的な見通しを得た。 

(2)中規模都市にモデル路線を想定し、実際の交通量

等を反映した導入効果の定量的な評価を進めている。 

 なお、今後の展開として、本システムの適用範囲の

拡大を検討していく予定である。 

参考文献 

1)佐藤安弘ほか「連結・分離可能なバイモーダル・ハ

イブリッド交通システム開発プロジェクト」、平成18

年度交通安全環境研究所発表会、pp. 105-108（2006） 

 

 

日産自動車(株)製 ハイパーミニ
(車両重量 : 840 kg)

スズキ(株)製 ツイン
(車両重量 : 570~720 kg)

 
７．超小型モビリティの導入に向けた国内の動向と 

交通研の取り組み 
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１．は じ め に 

2011 年 3 月の東日本大震災以降、各分野において省

エネルギーに対する社会的要求が高まり、今後も継続

して取り組むことが求められている。運輸部門におい

ては、自家用乗用車から公共交通機関へのモーダルシ

フトを加速させることが省エネルギー対策として効

果的であることはいうまでもない。しかしながら、公

共交通機関が発達していない地方においては自家用

乗用車が主たる移動手段であるため、自動車単体での

抜本的な省エネルギー対策も不可欠である。 
一方、国内の自家用乗用車については、平日の平均

乗車人数は 1.3 人といわれている。このため、通勤や

買物等の日常用途に対しては、4～7 人乗り程の乗用車

の利用を止め、1～2 人乗り程度の超小型の車両を利用

することが、省エネルギーの観点からもスマートな移

動といえる。 
本講演では、日常用途として乗用車を代替可能かつ

乗車定員 1～2 名程度の小型・軽量車両を想定した超

小型の車両(以下、「超小型モビリティ」という)に着目

し、これらの導入に向けた国内の動向調査と交通安全

環境研究所における検討成果について述べる。 
 
２．超小型モビリティの導入に向けた国内の動向 

２．１．次世代都市用超小型自動車研究検討会（平成

８～１１年度）とその課題 

現在の道路運送車両法において乗車定員2名の自動

車を当てはめた場合、軽自動車の保安基準を遵守する

必要がある。そこで、平成 8 年度～平成 11 年度にか

けて、当時の交通安全公害研究所と運輸省自動車交通

局(現、国土交通省自動車局)は学識経験者および自動

車メーカ代表から構成される「次世代都市用超小型自

動車研究検討会」を設立し、超小型自動車の研究開発

指針等を示した(1)。当時のコンセプトに基づいて市販

化された自動車の一例を図 1 に示す。これらの自動車

には前述したとおり軽自動車の保安基準が適用され

ており、乗用車と同様の衝突安全基準も課せられてい

る。このため、約 600～800 kg 程の車両重量を有し、4
人乗り軽自動車と比較しても大きな差異がない。 
図2に車両(+試験乗員2名110 kg)の重量と燃費の関

係を市販車両のデータに基づいて整理した。この結果

から、図 1 に示した車両ほどの重量を有する場合、従

来の軽自動車と比較して大幅な燃費の改善は見込め

ず省エネルギー効果はほとんどないといえる。一方、

図2からは自動車の燃費は車両重量に概ね反比例する

ことがわかり、自動車単体での抜本的な省エネルギー

対策を実施するためには車両の大幅な軽量化が効果

的である。例えば、車両重量を 400 kg 程度に軽減すれ

ば、ガソリン車でさえも 40 km/L 程の燃費性能が得ら

れると予測される。 
 以上より、省エネルギーを狙いとした超小型モビリ

ティに求められることは、従来の乗用車からの大幅な

軽量化である。そのためには、軽自動車未満の新たな

車両規格を導入すると共に、その利用形態を考慮して

法規を見直すことが求められる。 
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乗用車 (10-15モード)

ガソリン車の燃費(HEVは除く) (2010年3月)

近似式：(燃費[km/L])=19500/(車両+試験乗員[kg])

次世代都市用超小型自動車(当時)の重量範囲

図 1 過去に市販化された 2 人乗り超小型自動車の例

図 2 市販車データに基づいた車両重量と燃費の関係
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